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○聴覚障がい者生活支援事業実施要綱

　
（目的）
第１条　この要綱は、聴覚、言語機能又は音声機能に障害があるため、手話を用いなければ意思疎通に支障がある障害者（以下「聴覚障がい者」という。）の日常生活の支援と社会参加の促進を図ることを目的に必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　聴覚障がい者生活支援事業（以下「支援事業」という。）とは、地域の聴覚障がい者が第三者と手話で意思疎通を図ることが必要な場合において、手話通訳の技術を持つ者（以下「手話通訳者」という。）を派遣し、聴覚障がい者と第三者との意思疎通を図るための仲介を行う事業をいう。
（コーディネーター）
第３条　支援事業を円滑に実施するため、手話通訳者の選定及び連絡調整等を行うコーディネーターは支援事業担当者が務めるものとする。
（派遣する時間帯等）
第４条　手話通訳者を派遣する時間は、原則として午前８時から午後９時までとする。ただし、緊急その他やむを得ない場合は、この限りではない。この場合において、手話通訳者は、手話通訳終了後、速やかに口頭、または電話等でコーディネーターに報告しなければならない。
（派遣する地域）
第５条　手話通訳者を派遣する地域は、原則として福津市近隣とする。ただし、会長が特に必要と認めた場合は、この限りではない。
（利用者及び対象事項）
第６条　支援事業を利用できる者（以下「利用者」という。）及び対象事項は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。
(１)　福津市内に在住する聴覚障がい者で、手話通訳者を必要とする場合
(２)　福津市外に在住する聴覚障がい者で、福津市内で手話通訳者の支援を必要とする場合に、在住する市町村等から支援を受けることが困難な場合
２　前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる活動は、対象事項としない。
(１)　宗教的活動又は政治的活動
(２)　専ら直接的に営利を目的とした活動
(３)　個人の遊興または娯楽を目的とした活動
(４)　前各号に掲げるものの他、手話通訳者を派遣することが適当でないと認められる活動
（利用申請）
第７条　支援事業の利用申請者は、派遣依頼日の７日前までに次の各号に掲げる内容を記載したメールまたはファックス等で、会長に利用申請をするものとする。ただし、緊急その他やむを得ない場合は、この限りではない。
(１)　氏名
(２)　住所
(３)　ファックス番号・電話番号
(４)　手話通訳者派遣依頼日及び時間
(５)　手話通訳者派遣依頼場所
(６)　通訳内容
(７)　待ち合わせの場所・時間等
２　前項の利用申請の受付は、月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律【昭和23年法律第178号】に規定する休日及び12月28日から翌年１月４日までを除く。）の午前８時30分から午後５時までとする。ただし、会長が特に必要と認めた場合は、この限りではない。
（利用申請の決定及び通知）
第８条　会長は、前条第１項の規定により利用申請があった場合は、速やかに手話通訳者の派遣の可否を決定し、メールやファックス等で、支援事業の利用申請者に通知するものとする。
（派遣の取り消し）
第９条　会長は、支援事業の利用を許可した場合においても、次の各号に該当する場合は、派遣を取り消すことができる。
(１)　支援事業を利用しようとする者が、不正または虚偽の利用申請により、派遣決定を受けた場合
(２)　自然災害、事故等の予測できない事態により、手話通訳者の安全な移動や活動が確保できないおそれがある場合
(３)　緊急その他やむを得ない事情が発生した場合
（利用料等）
第10条　手話通訳者の利用料は、無料とする。ただし、次の各号に掲げる場合の経費は、利用者の負担とする。
(１)　手話通訳者が利用者と共に公共交通機関を利用する場合の手話通訳者の運賃等の実費
(２)　手話通訳者が利用者と共に有料施設等に入場する場合の手話通訳者の入場料等の実費
（秘密の保持）
第11条　手話通訳者は、支援事業の履行に際して、知り得た個人情報その他の事項を第三者に漏らしてはならない。
２　前項の規定は、手話通訳者として従事しなくなった後も同様とする。
（委託等）
第12条　会長は、支援事業を福津市手話サークル「ひまわり」の会（以下「ひまわりの会」という。）に一部、又は全部を委託することができる。その場合、手話通訳者は、ひまわりの会の構成員が務めるものとする。
２　支援事業をひまわりの会に委託した場合は、委託料を支払うものとする。
（読替え）
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)第13条　前条の規定により支援事業をひまわりの会に委託した場合は、第３条の規定中「支援事業担当者」及び第５条、第７条から第９条の規定中「会長」とあるのは「ひまわりの会の代表者」と読替える。
（実績報告）
第14条　支援事業をひまわりの会が受託した場合は、当該年度の半期毎の活動実績を翌月末までに会長に報告しなければならない。
２　会長は、必要と認めた場合は、活動状況について報告を求めることができる。
（補則）
第15条　この要綱の施行に関し必要な事項は、会長が別に定める。
附　則
この要綱は、平成25年４月１日から施行する。
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